
事業名 担当課・室名

電気通信格差是正事業 情報政策課 2 / 6

中小企業ＩＴ経営推進事業 情報政策課 3 / 6

情報産業振興事業 情報政策課 4 / 6
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別紙２－４

D

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 38,874 41,644 32,319

事業費 36,874 39,644 30,319

（うち一般財源） 2,967 6,607 4,331

人件費 2,000 2,000 2,000

職員数（人） 0.20 0.20 0.20

２８年度 評価

２８年度 評価

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 電気通信格差是正事業 事業期間 平成 ３ 年度～平成 年度
政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 急速に進化する情報通信技術の普及・活用

情報政策課長　工藤　正俊

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　平成２８年３月末現在、県下には64地区の携帯電話不感地域があり、このよう
な地域では、整備が完了した地域との格差が生じており、特に緊急時や防災面で
の対策が求められている。

事業の目的
　市町村が行う不感地域解消事業に対して、国とともに補助を実施し、携帯電話不感地域の
解消を図る。

総合評価 例外的に継続 事業実施課（室）名 情報政策課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①移動通信用鉄塔施設整備事業
　移動通信用鉄塔施設の整備に要する経費の一部を助成
　　豊後大野市　2基地局（21世帯　42人）

・補助率の見直しによる歳出削減
（適用は平成２８年度から）

最終達成
(　　年度)

今後の課題

事業実施箇所数（箇所）
目標値

・残されている不感地域の解消
※本事業は、不感地域の地元住民の要望を受け、通信事業者の参画や国の合意を受
けてから、市町村の要望に基づき実施する事業であるため、県としての目標値の設
定はできない。

実績値

達成率

2 1
達成率

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

目標値
実績値

事業の成果

不感が解消された世帯（世帯数）

　携帯電話が通じなかった地区を対象とした移動通信用鉄塔施設の建設により、県
内21世帯の不感が解消された。
※活動指標のとおり、本事業は、市町村の要望に基づき実施する事業であるため、
県としての目標値の設定はできない。

実績値 67 21

達成率

目標値

今後の事業方針

・２８年度も引き続き携帯電話事業者各社に対する積極的な働きかけを実施
・本事業による移動通信用鉄塔施設の整備のほか、事業者が独自に整備する際の公共の光ファイバ活用などによる効率的な通話エリアの拡大の推進
・今後の人口減少に関わらず、携帯電話は、災害時の緊急連絡手段等、重要な社会基盤（大分県地域強靱化計画に設定されている）であるため、国の基地局整備の在り方等の検討動向を注視しながら、施設
の整備を推進

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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別紙２－４

E

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 24,083 14,185 0

事業費 3,083 4,185

（うち一般財源） 3,083 4,185

人件費 21,000 10,000 0

職員数（人） 2.10 1.00

２８年度 評価

２８年度 評価

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 中小企業ＩＴ経営推進事業 事業期間 平成 ２１ 年度～平成 ２７ 年度
政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 急速に進化する情報通信技術の普及・活用

情報政策課長　工藤　正俊

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　販路拡大や生産性向上において、ITサービスの活用、データの分析は有効な手
法であるが、県内中小企業においてITの利活用は十分ではない状況にある。

事業の目的
　中小企業の情報発信力の強化や情報管理能力の向上を目的とした研修等を実施することに
より、県内中小企業のＩＴ化を促進し、生産性の向上を図る。

総合評価 廃止 事業実施課（室）名 情報政策課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

66.4% 128.6%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①ＩＴイノベーション研究会
　自社課題解決につながるＩＴ利活用を学ぶ研究会を開催（全9回、計52名）
②ＩＴイノベーション分野別セミナー
　農業・福祉分野の従事者等に対してセミナーを開催（全4回、計108名）
③中小企業情報発信支援事業
　情報セキュリティに関するセミナーを開催（1回、72名)
　①委託先：（公財）大分県産業創造機構
　②③委託先：（公財）ハイパーネットワーク社会研究所

・各参加企業の経営課題等の事前把
握

・農政、福祉（介護）担当所属との
連携による参加者募集

最終達成
(２７年度)

今後の課題

研究会の参加者数（人）
目標値 20 60 60

b ・ＩＴを活用して新サービスの創出や自社課題の解決に取り組む中小企業の成長促
進

実績値

73 180 180
達成率

23 52 52
達成率 115.0% 86.7% 86.7%

128.6%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２７年度)

セミナーの参加者数（人）
目標値 110 140 140
実績値

事業の成果

「攻めのＩＴ経営中小企業百選」
などの外部評価に応募した企業数

　昨年度までの本事業参加企業による「外部評価」への応募はなかったが、本年度
の研究会・セミナー参加者の8割以上が、学習した内容を今後の経営の参考にすると
している。

実績値 2 0 0

達成率 100.0% 0.0% 0.0%

目標値 2 2 2

c

今後の事業方針

・ＩＴを活用して新サービスの創出や自社課題の解決に取り組む中小企業に対する支援を、ＩＣＴ・データ利活用推進事業にて推進

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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別紙２－４

A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 28,661 31,183 31,360

事業費 4,661 7,183 7,360

（うち一般財源） 4,661 6,183 6,360

人件費 24,000 24,000 24,000

職員数（人） 2.40 2.40 2.40

２８年度 評価

36

140

２８年度 評価

100

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 情報産業振興事業 事業期間 平成 ２６ 年度～平成 ２９ 年度
政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 急速に進化する情報通信技術の普及・活用

情報政策課長　工藤　正俊

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　県内中小ＩＴ企業は､受注下請け型のソフトウェア開発が主体となっており、
独自のソフトウェアやサービスの創出による新たなビジネス展開を図るために
は、新しいサービスの創造力や発信力を持ったＩＴ人材の確保・育成が課題と
なっている。

事業の目的
　県内ＩＴ企業の人材を育成するとともに、将来の人材確保に向けて小中高校生のプログラ
ミング等への興味関心を向上させることにより、県内情報産業の振興を図る。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 情報政策課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

113.0% 162.0%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①おおいたＩＴ人材塾
　セミナーやグループワーク等の開催（全9回）
②おおいたＩＴフェア
　県内ＩＴ企業等による自社技術の展示・セミナー・相談窓口等（年1回）
③未来のＩＴ技術者発見事業
　小中学生対象のプログラミング教室と高校生対象のハッカソンの開催（年3回）
　①②③委託先：（公財）ハイパーネットワーク社会研究所

・おおいたＩＴフェアの開催につい
て、中小企業ＩＴ経営推進事業の
「情報セキュリティセミナー」と同
時開催

最終達成
(２９年度)

今後の課題

ＩＴ人材塾の卒塾者（人）
目標値 36 36 36

a ・ＩＴ人材塾の塾生同士の協業による新規ビジネス等の創出・誘発
・高校生対象のハッカソン参加者の発掘と継続指導

実績値

452 810
達成率

31 44
達成率 86.1% 122.2%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２９年度)

ＩＴフェアの来場者数（人）
（２８年度以降：未来のＩＴ技術
者発見事業の参加者数（人））

目標値 400 500 140
実績値

事業の成果

ＩＴフェア商談社数（社）
（２８年度以降：未来のＩＴ技術
者発見事業参加者の中でプログラ
ミング等への興味が向上した者の
割合（％））

　ＩＴ人材塾の卒塾生が中心となり形成した自主コミュニティにおいて、勉強会や
情報交換が行われるなど企業の枠を越えた交流が図られている。
　また、高校生ハッカソンに、ＩＴ人材塾生をはじめ県内ＩＴ技術者がサポートス
タッフとしてボランティアで参加し、生徒と交流を図ることで、相互に刺激を受け
ることができた。

実績値 13 9

達成率 130.0% 90.0%

目標値 10 10 100

a

今後の事業方針

・おおいたＩＴフェアについては、２５～２７年度事業として実施し、一定の成果が得られたため廃止
・小中学生プログラミング教室については、県内の児童生徒が広く参加できるよう大分市以外の地域でも開催
・高校生ハッカソンについては、２７年度に参加した生徒や教員を通じて、新たな参加者を発掘

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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別紙２－４

A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 34,396 39,924

事業費 4,396 9,924

（うち一般財源） 4,396 9,924

人件費 30,000 30,000

職員数（人） 3.00 3.00

２８年度 評価

100

２８年度 評価

5

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 ＩＣＴ・データ利活用推進事業 事業期間 平成 ２７ 年度～平成 ２８ 年度
政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 急速に進化する情報通信技術の普及・活用

情報政策課長　工藤　正俊

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　企業内においては、経営層のデータ利活用に関する知識・理解不足に加え、Ｉ
ＣＴ活用人材が不足している。また、データ分析による効率化や需要予測等は大
手ＩＴベンダーが先行し、県内ＩＴベンダーは十分な提案ができていない。

事業の目的
　自社に蓄積されたデータを、ＩＣＴを活用して分析し、新サービスの創出や自社課題の解
決に取り組む企業を支援する。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 情報政策課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

216.0%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①経営トップセミナー
　データ利活用に関する経営層の意識啓発を図るためセミナーを開催（全1回、122名）
　委託先：（公財）ハイパーネットワーク社会研究所
②グループ研修によるデータ活用性研究
　データ分析の基礎を学ぶための研修の開催（全20回、延べ271名）
　委託先（公財）：ハイパーネットワーク社会研究所

・県内8金融機関との事業共催によ
る、グループ研修登録企業の確保

最終達成
(２８年度)

今後の課題

セミナーの参加者数（人）
目標値 100

a ・研修参加者の習熟度に応じたカリキュラム編成
・ＩＴ経営計画書作成に取り組む中小企業からモデル企業を創出

実績値

108
達成率

122
達成率 122.0%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２８年度)

グループ研修登録企業累計数
（社）

目標値 50 100
実績値

事業の成果

経営革新承認件数のうちＩＣＴを
活用した数（件）

　県内中小企業108社・133人の経営幹部等に対し、手軽に取り組めるExcelによる
データ分析手法と、分析結果を読み解く知識を習得する「データ分析研修」を実施
した結果、データ分析ツールの導入を検討する企業が生まれた。
　また、27年度経営革新計画承認企業91社中、10社がグループ研修に参加してい
る。

実績値 17

達成率 340.0%

目標値 5 5

a

今後の事業方針

・データ分析研修において、サンプルデータ分析演習から自社データ分析演習へと段階に応じたグループ研究を着実に実施
・グループ研究（データ分析研修）修了企業の中から、経営戦略実践のためのＩＴ経営計画書作成に取り組む企業に対する演習を実施

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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別紙２－４

A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 29,766 29,766 29,334

事業費 24,766 24,766 24,334

（うち一般財源） 12,383 12,383 12,167

人件費 5,000 5,000 5,000

職員数（人） 0.50 0.50 0.50

２８年度 評価

171

30

２８年度 評価

55.0

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 電子申請等受付システム構築事業 事業期間 平成 １６ 年度～平成 年度
政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 急速に進化する情報通信技術の普及・活用

情報政策課長　工藤　正俊

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　急速に進展するＩＴ化に対応した行政サービスを推進し、県民の利便性、行政
に対する満足度の向上を実現するため、申請・手続等の行政手続きの電子化を図
り、行政事務の簡素化・効率化を図る。

事業の目的
　県民、企業、職員に対し、各種申請・届出書類の電子化を行うことにより、行政サービス
の向上を図る。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 情報政策課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

186.7% 163.3%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

○電子申請等受付システムの利用促進
　システム操作性向上のための機能改善
　市町村・県職員向け操作研修会の開催（3日間延べ49名）
　委託先：株式会社　ＨＡＲＰ

・様式作成者が操作しやすいよう簡
易申請のシステム改修を実施
・利用者の利便性向上のためスマー
トフォン等での申請画面の改修を実
施

最終達成
(　　年度)

今後の課題

県民向け電子申請手続数（件）
目標値 120 161

a
・法人向け電子申請手続き様式の追加（拡大）
・システム操作性向上に向けた機能改善
・操作研修会を通じた市町村における手続き数の追加（拡大）

実績値

56 49
達成率

151 276
達成率 125.8% 171.4%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

職員向け操作研修会参加者（人）
目標値 30 30
実績値

事業の成果

県分電子申請件数の割合（％）

　庁内職員だけでなく、県内市町村への操作研修も実施したことで活用イメージの
共有が図られた。
　その結果、簡易申請を利用した庁内所属が37所属から51所属に増え、手続数も137
件から259件へと大幅に増えた（簡易申請を含む電子申請の手続総数は151件から276
件に増加）。

実績値 47.1 51.8

達成率 98.9% 98.5%

目標値 47.6 52.6

a

今後の事業方針

・法人向け手続き様式の拡大及びシステム機能改善を引続き実施するとともに、利用者がＩＤ・パスワードを必要としない簡易申請機能の利用拡充を庁内及び県内市町村で推進

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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